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令和２年度事業報告書 

Ⅰ．法人の概要 

    名    称  学校法人 華陽学園 

   所  在  地  岐阜市太郎丸８０番地 

   創     立  昭和４０年２月（１９６５年２月） 

 

   目     的  教育基本法及び学校教育法に従い学校教育を行い、建学の精神「人らしく女

らしく あなたらしく あなたならでは」を体し、幅広い教養と高度な専門

能力を身につけ、社会に貢献できる前途有為な人材を育成することを目的と

する。 

 

   設置する学校    岐阜女子大学 家  政  学  部  健 康 栄 養 学 科  １２０名 

                          生 活 科 学 科    ５０名 

                  文化創造学部  文 化 創 造 学 科  １６０名 

                  大  学  院  生活科学研究科      ６名 

                          文化創造学研究科   １３名 

                          文化創造学研究科    ３７名 

                        （ 通 信 教 育 課 程 ） 

                             上記数字は、入学定員 

 

   学  生  数    ９８１名 ※ 

   教  員  数     ８９名 ※ 

   職  員  数     ３９名 ※        ※令和２年５月１日現在 

 

   役職員の概要  理 事 長  杉山博文 

            理   事   杉山博文  松川禮子 後藤忠彦 水谷邦照 

    田代久美子 池田直樹 杉山涼子 木俣正剛  

山口秀郎 倉坪弘一 久保田智子  

           監   事  篠田元弘 後藤真一 三品駿 
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Ⅱ．事業の概要 

 

令和２年度事業の概要は、以下の通りである。 

 

 １．令和２年度私立大学等改革総合支援事業について 

    平成２５年度から文部科学省により毎年実施されている改革支援事業で、令和２年度にお

いても、「『Society5.0』の実現等に向けた特色ある教育の展開」（タイプ１）、「特色ある高

度な研究の展開」（タイプ２）の支援対象校に選定された。 

これに伴い国より経常費補助金として３，３６０万円の交付を受けた。 

   事業期間 令和２年度 

 

 ２．教員免許状更新講習事業（通信教育）について 

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に関する文部科学省の特例に対応し、教員免許 

状更新講習を通信教育で開設した。コロナ禍の中、自宅で学習し、自宅で認定試験を受ける 

ことで教員免許状更新が可能となり、多数の受講希望者の要望に応えることができた。 

   事業期間 令和２年度 

 

３．遠隔授業活用推進事業について 

   本事業は本学が現在構築している遠隔授業体制をさらに充実させるため、遠隔授業用教材

管理システムの整備、遠隔授業用 e‐Learnig システムの整備、及び高度な遠隔授業に対応し

た機材の整備を行うものである。これに伴い国より令和２年度私立学校情報機器整備費補助

金として８２０万円の交付を受けた。 

  事業期間 令和２年度 

 

４．ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（連携型）事業について 

   本事業は６年目の継続事業であり、女性研究者支援体制の軸となる「連携型共同研究プロ

ジェクト支援」を実施することにより、岐阜大学、岐阜薬科大学、岐阜女子大学の３大学と

アピ株式会社が各々の特性を活かして連携し、共同研究を通じて女性研究者の研究力を強化

するとともに、地域内での女性研究者流動性を高めつつ、安定した活躍の場を確保すること

を目指し、地方創生にも繋げる計画である。 

  事業期間 平成２７年度から令和２年度 

         

       ５．北方町との「地域活性化に関する包括連携協定」の締結について 

 この協定は、双方が多様な分野で包括的に連携と協力関係を築き、持続的・発展的に連携 

を深めることにより、地域の課題に適切に対応すること及び協働による事業を推進するとこ 

で、未来を担う人材育成など活力ある地域社会の形成・発展地域社会に寄与することを目的 

としている。 

締結日 令和２年１１月１０日 

 

６．岐阜女子大学ドローンカレッジの開校について 

    一般社団法人日本 UAS 産業振興協議会の認定を受けて開校したもの。企業等のドローン活

用という時代のニーズに対応し、岐阜女子大学ドローンカレッジを開校し無人航空機操縦技

能認定証及び無人航空機安全運航管理者証明証を取得できることとした。 



3 

 

 

 

             

７．教育活動について 

（１）各種コンクール等の開催について 

    小・中・高校生から成人まで、各自が持っている技術についての評価と、さらに学習の意 

欲を高めるため、各専攻・コース等でコンクールを開催した。各コンクールでは、自分の生 

活を見直し、さらなる技術評価が図られる。児童・生徒への働きかけ、指導等の向上、表現

活動の向上、高い専門的技術・能力の向上、など多様な視点からの評価と学習意欲を高め、

さらに技術・能力の向上を志す人を支援した。 

開催された各コンクールは以下の通りである。 

① 高校生「朝ごはん」コンテント（担当：健康栄養学科） 

② 手づくり絵本コンクール（担当：生活科学専攻） 

③ 伝統文化裁縫コンテスト（担当：生活科学専攻） 

④ わたしの住まいリフォーム・デザイン案コンテスト（担当：住居学専攻） 

⑤ 紙しばいコンテスト（担当：初等教育学専攻） 

⑥ デザイン書道コンクール（担当：書道・国語専修） 

⑦ 観光写真コンテスト（担当：観光専修） 

⑧ 英語キャプションコンテスト（担当：観光専修） 

⑨ デジタル・アーカイブコンクール（担当：アーカイブ専攻） 

 

（２）岐阜女子大学全国書道展の開催について 

本学の書道教育コースでは、書写・書道教育のできる幼・小・中・高等学校の教員養成を

目指す。この取り組みを現代の青少年の将来に向けて、生活全般にわたる健全な育成はもち

ろん、書写・書道教育を通じて人格陶冶の一助となるように、書写・書道教育の発展と振興

を目的に第１９回岐阜女子大学全国書道展を企画し、令和２年１１月に開催した。全国の高

校生・中学生・小学生を中心に半紙作品を募集し、大賞・準大賞・書道展賞他各賞を授与す

るもので、応募数は過去最高の１５，８４４点であった。 

 

（３）ＥＣＯ＋ものづくりプロジェクトについて 

生活科学専攻の学生が学年を超えてチームを組み、商品企画から制作・販売を行っている。

ものづくりを通した地域社会との連携を目指して活動を拡大しており、製作作品の販売にと

どまらず、ものづくりの楽しさを伝えるワークショップ開催や、地域のイベントにも参加し

ている。それらの活動では幅広い多くの人と関わり、コミュニケーションの重要性、必要性

を学ぶ機会となっている。 

 

（４）山県市空き家リノベーション提案の実施について 

住居学専攻において、これまでに各務原市等と連携し、若い女子大生ならではのリノベー

ションのデザイン提案や工事に携わってきた。今年度は岐阜県山県市にある空き家のオーナ

ー様のご要望にお応えし、空き家をシェアハウスへ生まれ変わらせるべく、提案と工事のお

手伝いに取り組んだ。 
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（５）実践力ある教員養成のための体験実習（ＥＧＧプラン）について 

「ＥＧＧ（Enjoy Global Growing up）プラン」では１年次から実習を行い、教員として

の実践力を養成するため、自主体験学習など、４年間を通して学びを蓄積できるプログラム

である。学生が社会と共同で教材研究や模擬授業等を行うことで、教育実践の場に根ざした、

実践知が伝承され、共に創造するシステムを構築して、教職志望学生の力量向上、さらには、

学校改革も含めた学校力の向上を目指すものである。 

 

（６）就職活動について 

令和 2 年度の本学への求人は 11,648 社と昨年比 103%となり、就職希望対象学生 189 名に

対して 61.6 倍となった。低学年時から資格取得のための対策講座、地域のニーズを課題とし

て取り組むアクティブラーニングなどのキャリア教育を通して、実践力をつける実務実習を

通し職業人としての職務適応力の指導に努めた。コロナ禍であってもしっかりとした資格を

持つ強みを生かし、就職決定率は 3 月 16 日の卒業式時点では、前年ほぼ同率の 95％である

が、最終的には昨年並みの 98%程度を確保できる見通しとなっている。 

 

８．研究活動について 

（１）科学研究費補助金により行われたもの 

①「授業認知の位相転換に基づく授業技術の向上を支援する VR 映像プラットフォームの構 

築」 

                 基盤研究（Ｂ）  文化創造学部教授：生田孝至 

②「沖縄戦体験の記録と継承へ向けて－戦中・戦後の子どもの視点による口述記録を中心に

－」 

                 基盤研究（Ｃ）  文化創造学部准教授：加治工尚子 

③「教員養成段階に特化したレジリエンス育成プログラムの開発」 

                 若手研究     文化創造学部准教授：佐々木恵理 

④「近世後期における歌舞伎役者の東海地域興業に関する調査・研究」 

                 基盤研究（Ｃ）   文化創造学部准教授：木村涼 

⑤「ミリ波マイクロスコピーの実用化に関する研究」 

                 研究分担者    家政学部教授：岸上明生 

⑥「音楽聴取時における演奏者－聴取者間の相互作用の解析：拍への同期度による検討」 

                 研究分担者    文化創造学部教授：安藤久夫 

⑦「近現代日本の地方教育行政と｢教員育成コミュニティ｣の特質に関する総合的研究」 

                 研究分担者    文化創造学部教授：梶山雅史 

⑧「理論と実践の往還・融合を担う教師教育者の資質・能力の解明と質保証に関する研究」 

                 研究分担者    文化創造学部教授：生田孝至 

⑨「VR 技術を用いた教師の即時的な課題解決方略を高めるシステムの開発」 

                 研究分担者    文化創造学部教授：生田孝至 

⑩「VR授業ポートフォリオによるメタ認知的活動を組み入れた教師教育プログラムの開発」 

                 研究分担者    文化創造学部教授：生田孝至 

⑪「授業認知の位相転換に基づく授業技術の向上を支援する VR 映像プラットフォームの構 

築」 

                 研究分担者    文化創造学部教授：佐々木恵理 

⑫「葉緑体による Ca2+シグナル制御の新機構」 

研究分担者    家政学部講師：野村裕也 
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⑬「沖縄戦体験の記録と継承へ向けて－戦中・戦後の子どもの視点による口述記録を中心に 

－」 

研究分担者    文化創造学部教授：谷 里佐 

 

（２）近隣小学校における教育サポータ活動について 

    本学が小学校区となっている、岐阜市立三輪北小学校及び三輪南小学校の生徒を対象とし

た「放課後学びの部屋」における教育サポータとして、初等教育学専攻の学生が学習支援を

行っている。今年度は、コロナウイルス感染防止のため、大学と小学校の教室をリモートで

結んだ活動を行った。 

 

（３）郡上白山文化遺産デジタルアーカイブについて 

郡上白山の文化遺産の調査、建造物、建築物群の歴史的・文化的価値の調査並びに白山信

仰三馬場の調査を綿密に行い、デジタルアーカイブ研究により、新たな観光資源の発掘を支

援した。 

 

（４）からだ改善プロジェクトモニター事業委託について 

    美濃市民の生活習慣病予防のため、食生活の実践的な指導機会を確保し、改善のための研

究を行い、市民の食を通じた健康の確保に取り組むものである。美濃市の業務委託である。 

 

（５）地域食材を活かしたレシピ創作コラボレーション事業について 

    美濃市の公の施設「道の駅 美濃にわか茶屋」と本学がコラボレーションする中で、実践

的な研究機会を確保し、食を通じた地域の活性化に取り組むもの。株式会社美濃にわか茶屋

の委託事業である。 
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Ⅲ．財務の概要 

 

１．学生納付金収入 

令和２年度 学生数    ９８１名（５月１日現在）１，０５３，４７３千円 

令和元年度 学生数    ９６８名（５月１日現在）１，０３２，６６４千円 

平成３０年度  学生数    ９６９名（５月１日現在）１，０１６，３３５千円 

 

２．寄付金収入 

令和２年度  

（１）一般寄付金                     １０，０７４千円 

（２）特別寄付金 

沖縄基金                              ２，４００千円 

    杉の実会（父母の会）                       ４，０２８千円 

   その他                        １，１００千円 

（３）現物寄付金  

   図書他                                    ５０５千円 

合計                                               １８，１０７千円 
 

令和元年度                                            ９，０８５千円 

平成３０年度                                            １４，３８５千円 

 

３．補助金収入 

令和２年度  

（１）国庫補助金 

私立大学経常費補助金他             ２０３，８１７千円 

（２）地方公共団体補助金等 

   新型コロナウイルス感染症対策助成金（学生支援機構）   ８００千円 

岐阜市結核予防費補助金                  ７０千円 

合計                                           ２０４，６８８千円 
 

令和元年度                                          １６５，４３２千円 

平成３０年度                                          ２００，１３２千円 

 

４．人件費         （   ）内は、「うち退職金金額」 

令和２年度       ７５４，８６０千円    （    ２９，１１２千円 ） 

令和元年度        ７７３，４７３千円    （    ３３，９９５千円 ） 

平成３０年度        ７４１，６４０千円    （     ７，６２３千円 ） 

 

５．教育研究経費   （   ）内は、「うち減価償却額」 

令和２年度      ４９９，６８１千円    （ １１０，８５５千円 ） 

令和元年度        ４３６，３４５千円    （ １１８，２３３千円 ） 

平成３０年度        ４５２，３３７千円    （ １３２，２４５千円 ） 
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６．管理経費       （   ）内は、「うち減価償却額」 

令和２年度           １７８，７８３千円    （    ２４，３３４千円 ） 

令和元年度            １９６，７９２千円    （    ２４，０３７千円 ） 

平成３０年度            １９８，６５６千円    （    ２５，７６２千円 ） 

 

７．土地 

令和２年度                           ０千円 

令和元年度                           ０千円 

平成３０年度                           ０千円 

 

８．建物 

令和２年度 

    １号館エアコン更新                    ６，２３７千円 

    いずみ寮改修他                    ２，９３７千円 

  合計                                               ９，１７４千円 

 

令和元年度                      １０，８００千円 

平成３０年度                                            ６，０９２千円 

 

９．構築物 

令和２年度                           ０千円 

令和元年度                         ３１８千円 

平成３０年度                           ０千円 

 

１０．教育研究用機器備品 

令和２年度  

  ラックマウントサーバー設置              ９，１３０千円 

電子黒板設置                     １，０３４千円 

その他                        ３，２８２千円 

  合計                                             １３，４４６千円 

 

令和元年度                                           １０，９２１千円 

平成３０年度                                           １６，５２３千円 

 

１１．管理用機器備品 

   令和２年度                           ０千円 

令和元年度                             ２，６２５千円 

平成３０年度                               ３９６千円 
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１２．図書 

   令和２年度                       １，４７６千円 

令和元年度                             ２，５２１千円 

平成３０年度                             ３，３７１千円 

 

１３．運用資産 

   令和２年度                   ２，４０３，８１６千円 

   令和元年度                   ２，２２２，６４３千円 

   平成３０年度                   ２，２０７，５２１千円 

 

１４．正味資産 

   令和２年度                    ４，３１６，７８２千円 

     令和元年度                    ４，２３７，９１４千円 

      平成３０年度                     ４，３２７，７０７千円 

 

 

 

※  学校会計基準による様式は、私立学校振興助成法で経常費補助金交付の観点からの表示区分と

なっております。 

 


